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【空港会社等への支援】

①空港機能強化に対する空港会社等支援
（無利子貸付による支援）

②空港会社等が実施する感染症防止対策

③財政投融資を活用した空港会社への支援

①次世代航空モビリティ
・無人航空機に係るレベル４（有人地帯での目視外飛行）制度に対応した環境整備
・空飛ぶクルマ等次世代航空機の社会実装に向けた調査検討

②地上支援業務（グラハン）への先端技術の導入促進
③ＦＡＳＴ ＴＲＡＶＥＬの推進等によるストレスフリーで快適な旅行環境の実現

①コロナ感染症対策とウィズコロナ下での社会活動の再開・航空需要回復に向けた空港受入環境整備
②空港整備事業等
・首都圏空港や地方空港等の機能強化等事業、空港の防災・減災・国土強靱化事業
・航空路整備事業
・空港周辺環境対策

③航空保安対策の強化
④空港経営改革の推進
⑤操縦士・整備士の養成・確保対策

①運航分野における脱炭素化の推進
・機材・装備品等への新技術導入
・管制の高度化による運航方式の改善
・持続可能な航空燃料（SAF）の導入促進

②空港分野における脱炭素化の推進
・空港施設、空港車両からのCO2排出削減
・地上航空機からのCO2排出削減
・再生可能エネルギー（太陽光等）の導入促進

（２）コロナ禍からの回復に向けた安全・安心な航空輸送の実現と需要回復・増大への的確な対応

（３）航空分野のグリーン施策の推進

（４）航空イノベーションの推進

Ⅰ．令和４年度航空局関係予算の概要

※ 上記歳出には、航空分野のグリーン施策の推進として121億円を含む

空港整備勘定の歳入・歳出規模（令和４年度予算額）

【航空会社への支援】

①空港使用料、航空機燃料税の大幅な減免

②航空会社の感染症防止対策への支援【新設】

③往来再開に向けた円滑な航空ネットワーク維持・
回復の推進

④離島航空輸送の確保対策等

（１）航空関連業界への支援パッケ－ジ

（歳 入） （歳 出）

１



Ⅱ．令和４年度航空局関係予算総括表

１．自動車安全特別会計 空港整備勘定収支

２．一般会計（非公共予算）

航 空 機 燃 料 税 収 入 315 （ 148 ） 国 際 拠 点 空 港 561 （ 586 ）

481 （ 502 ）

22 （ 27 ）

49 （ 49 ）

空 港 使 用 料 収 入 932 （ 1,046 ） 9 （ 8 ）

一 般 空 港 等 896 （ 827 ）

空 港 経 営 改 革 推 進 2 （ 3 ）

雑 収 入 等 1,004 （ 1,546 ） 航 空 路 整 備 事 業 288 （ 288 ）

121 （ - ）

空港会社等無利子貸付 288 （ 81 ）

財 政 投 融 資 1,645 （ 1,178 ） 空 港 周 辺 対 策 事 業 15 （ 13 ）

離 島 航 空 事 業 助 成 15 （ 20 ）

空 港 等 維 持 運 営 費 等 1,831 （ 2,103 ）

3,896 （ 3,919 ） 3,896 （ 3,919 ）

歳　　　　出歳　　　　入

（単位：億円）

（　）内は前年度予算

合　　　計合　　　計

羽　田　空　港

成　田　空　港

関 西 空 港 等

中　部　空　港

【再掲：航空分野のグリーン施策の推進】

（注）１．雑収入には、一般会計に計上の工事諸費を含む。
２．「空港等維持運営費等」には、財政投融資等の借入金償還経費を含む。
３．計数は端数処理の関係で合計値に合致しない。

２

（単位：億円）

16.5 17.2

3.7 5.8 令和３年度補正額：6.１億円

航 空 分 野 のグ リ ー ン施 策 の 推 進 1.8 0

次 世代 航 空 モ ビリテ ィの安全 対策 0.9 1.0 令和３年度補正額：1.0億円

地方航空路線維 持・ 活性化の 推進 0.2 0.4

小 型 航 空 機 の 安 全 対 策 0.2 0.4

Ｉ Ｃ Ａ Ｏ 経 費 6.4 5.8

そ の 他 物 件 費 3.3 3.8 令和３年度補正額：0.4億円

23.4 22.4

39.8 39.5

25.2 25.9

65.0 65.4

（注）計数は端数処理の関係で合計額に一致しない。

航空需要回復に向けた空港受入環境
整備等の推進

備           考区　　　　　　　　分
令 和 ３ 年 度
予 算 額

合　　　　　　　計

航 空 局 政 策 経 費

地 方 航 空 局 経 費

令 和 ４ 年 度
予 算 額

独 立 行 政 法 人 航 空 大 学 校

小　　　　　　　　　計



１．航空関連業界への支援パッケ－ジ

（２）航空会社・空港会社等が実施する感染症防止対策等への支援

（１）航空会社に対する支援（空港使用料、航空機燃料税の減免）

【公租公課合計：約700億円の減免】

○往来再開に向けた円滑な航空ネット
ワーク維持・回復の推進

○航空会社の感染防止対策への支援
【新設】

● 水際対策として実施している国際線に
係る乗員の検査費用等に係る経費につ
いて補助を実施。

● 各種健康証明等のデジタル化の試行を
通して、国際的な人の往来が活発化する
段階に備えての旅客の利便性向上、航空
会社の負担軽減及び空港の混雑緩和方策
を検討。

○空港会社等が実施する感染防止対策への支援

● 空港ターミナルにおいて、待合スペース等の密集防止、空調・換気設備の機能向上、衛
生設備の非接触化、旅客動線の管理等の受入環境整備を推進するため、空ビル会社等が
実施する施設等整備の経費の一部について補助を行う。

衛生設備の非接触化待合スペース等の
密集防止等

空調・換気設備の
機能向上

保安検査トレイUV殺菌装置 手荷物カート殺菌装置サーモグラフィ

保安検査場① 保安検査場② 保安検査場③

旅客動線の管理

混 空

検温、殺菌・抗菌関連機器の導入

３年度補正予算額：３．８７億円 ３年度補正予算額：０．４億円

３年度補正予算額：２．２億円

○

○

○

航空機燃料税

空港使用料

【減免規模：約190億円】

【減免規模：約510億円】

令和４年度の国内線に係る着陸料、停留料、航行援助施設利用料について、合計で約6割軽減

令和4年度に限り、税率をコロナ前の18,000円/kl から13,000円/kl等へ軽減

下記以外の路線

特定離島路線

沖縄路線

26,000円/kl

19,500円/kl

13,000円/kl

平成22年度以前

18,000円/kl

13,500円/kl

9,000円/kl

平成23～令和2年度 令和４年度

13,000円/kl

9,750円/kl

6,500円/kl

令和３年度

9,000円/kl

6,750円/kl

4,500円/kl

航空ネットワークは公共交通として国民の社会経済活動を支えるとともに、ポストコロナの我
が国の成長戦略の実現に不可欠な「空のインフラ」です。

その担い手である航空会社は、新型コロナウイルス感染症による甚大な影響が継続し、極め
て厳しい経営状況が続いています。

航空ネットワークの維持と、需要回復後の成長投資を下支えするため、空港使用料と航空機
燃料税について減免を実施します。

３



（３）空港会社等への無利子貸付による支援

○コンセッション空港

＜事業の概要＞
４年度予算額 空港整備勘定からの無利子貸付 １２７（３１）億円

※（ ）内は前年度予算

〇 国内外の交流や国民生活、経済活動を支える航空ネットワークの維持を図るとともに、訪日
外国人旅行者2030年6000万人の政府目標の達成などに向け、必要な空港会社等の空港
整備事業に対し、空港整備勘定より支援します。

成田国際空港株式会社に対して、B滑走
路の延伸及びC滑走路の新設等の更なる
機能強化の着実な推進を引き続き支援する
ため、無利子貸付を実施します。

＜事業の概要＞

○成田空港 ４年度予算額 空港整備勘定からの無利子貸付 １５４（５０）億円

※（ ）内は前年度予算

＜事業の概要＞

○羽田空港 ４年度予算額 空港整備勘定からの無利子貸付 ７（ － ）億円

※（ ）内は前年度予算

ポストコロナの成長戦略の実現に不可欠な航空ネット
ワークの維持・確保のため、国管理コンセッション空港を
運営する事業者に対して、滑走路や灯火等、その他空港
の機能を確保するために必要な施設等の整備への無利
子貸付を実施します。

【国管理コンセッション空港】
仙台空港
高松空港
福岡空港
熊本空港
新千歳空港
稚内空港
釧路空港
函館空港
広島空港

※無利子貸付のほか、コンセッション空港の運営権
対価分割金（令和４年度分：北海道26億円、福岡
153億円）の年度越え猶予を実施

＜制御装置＞＜ベルトコンベヤ＞

東京国際空港ターミナル株式会社に対し、今後の航空需要回復・増大への的確な対応に
必要なバゲージハンドリングシステム（旅客手荷物搬送設備）等の整備を支援するため、無
利子貸付を実施します。

４



（事業内容）

・航空灯火のLED化 等

空港の脱炭素化事業等の実施

（４）財政投融資を活用した空港支援

○関西空港・伊丹空港・中部空港への支援（Ｒ３年度補正予算）

＜事業の概要＞

○ 2050年カーボンニュートラルの実現等に向けて、財政投融資を活用した航空灯火の
LED化等の空港の脱炭素化等を推進します。

関西空港・伊丹空港 ３年度補正予算額：財政融資 ２００億円
中部空港 ３年度補正予算額：政府保証債 ２１億円

脱炭素化等の事業

ＬＥＤ型灯器（例）

〇関西空港・伊丹空港

超長期・固定の財政融資200億円

（事業内容）

・航空灯火のLED化 等

関西エアポート（株）が実施する事業費のうち、
新関西国際空港（株）が一部を負担。

空港の脱炭素化事業等の実施
（関西エアポート（株））

金利負担減の活用

新関西国際空港（株）
金利負担の軽減

〇中部空港

○ 関西空港及び伊丹空港、ならびに中部空港において実施する脱炭素化事業（航空灯
火LED化事業等）等を実施。

金融市場

中部国際空港（株）

政府保証
国

社債発行による
資金調達

５



（６）地方航空路線維持・活性化の推進

＜事業の概要＞

地元住民にとっての重要な生活の足である地方航空路線の維持・活性化に引き
続き取り組みます。

４年度予算額 非公共予算 ０．２（０．４）億円
※（ ）内は前年度予算

＜事業の概要＞

離島住民の日常生活に必要不可欠である離島航空路線の維持・安定運航のため、
航空機購入費への補助を引き続き実施します。

生活交通の存続が危機に瀕している地域において、地域の特性・実情に最適な移
動手段が提供されるよう、「地域公共交通確保維持改善事業」により、離島航空路の
運航費補助、離島住民運賃割引補助を着実に実施します。

（５）離島の航空輸送の確保

【関連事項】 地域公共交通確保維持改善事業 （総合政策局予算）

４年度予算額 １５（２０）億円
※（ ）内は前年度予算

３年度補正予算額 ２８５億円の内数
４年度予算額 ２０７（２０６）億円の内数

※（ ）内は前年度予算

各地域の取組を調査し、地域間や航
空会社の相互連携のためのマッチングの
場の提供により、新規地方路線の開設の
支援や、既存路線の需要の掘り起こしを
行います。

地方路線開設に係る動態調査

諸外国における地方航空路線に対する支援体制等の調査等を行うことで、地域航
空会社の新たな協業体制確立の取組をさらに加速します。

地域航空サービスアライアンス有限責任事業組合（EAS LLP）

諸外国における地方航空路線の維持方策に係る調査

連
携

マッチング
自治体

航空会社

取組を調査し、情報や
マッチングの場を提供

自治体
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＜事業の概要＞

● 今後の航空旅客・航空ネットワークの回復・充実に向けて、訪日客の受入再開を見据えた
空港における感染リスクの最小化や「訪日誘客支援空港」に対する運航再開等の支援を実施
します。

○ 感染症対策に資する受入環境整備等の推進

訪日客の受入再開を見据え、空港における感染リスクを最小化し、航空需要の回復・増大に
向けた受入環境整備を推進します。

３年度補正予算額 非公共予算 ２．２億円
４年度予算額 非公共予算 ３．７（ ６）億円

空港整備勘定（一般空港等） ８９６（８２７）億円の内数
※（ ）内は前年度予算

感染リスクを最小化しつつ
航空需要の回復・増大を支援

空港受入環境の整備 【再掲】

②CIQ施設の整備
・空港ビル等によるCIQ施設の整備

①感染リスク最小化のための受入環境整備
・感染拡大防止と今後の航空旅客の回復・増大の両立を図ることを目的とした受入環境高度化整備

（待合スペース・保安検査場における密集防止等、空調・換気設備機能向上、衛生設備の非接触化、旅客動線管理システム、
検温、殺菌・抗菌関連機器）

○ 地方空港における国際線の運航再開等の促進

※地域の同規模支援と協調

①国管理空港の国際線着陸料割引
［割引率：１/２以上］

②ｺﾝｾｯｼｮﾝ/地方管理空港の国際線着陸料補助
［補助率：認定区分に応じて２/５, １/３, １/４］

③運航再開等に係る経費支援
・チケットカウンター設置・使用料等
・地上支援業務（グランドハンドリング）、融雪（デアイシング）
経費等

［補助率：認定区分に応じて１/３, １/４ ］

地方空港国際線の再開見通し等を踏まえ見直しを実施

運航再開等の支援

・海外PR等支援 ［観光庁・JNTO］ 等

関係部局・省庁との連携

訪日客の受入再開後においては、地方創生の観点からも、地方への誘客促進が重要です。
このため、「訪日誘客支援空港」に対して、国際線の運航再開等に向けた支援を実施し、航空

ネットワークの早期回復を図ります。

訪日誘客支援空港

〈拡大支援型〉
静岡、仙台、熊本、茨城、北海道（稚内、釧路、函館、
女満別、帯広、旭川）、高松、広島、北九州、米子、
佐賀、新潟、小松、青森、徳島、鹿児島、南紀白浜、
岡山、山口宇部、松山

計１９空港

〈継続支援型〉
長崎、那覇、大分、宮崎、花巻、福島

計６空港

〈育成支援型〉
松本、下地島 計２空港

（１）コロナ感染症拡大防止とウィズコロナ下での社会活動の再開・

航空需要回復に向けた空港受入環境整備

２．コロナ禍からの回復に向けた安全・安心な航空輸送の実現と需要回復・増大への的確な対応

衛生設備の
非接触化

保安検査
場①

保安検査
場②

保安検査
場③

旅客動線の管理待合スペース等の
密集防止等

空調・換気設備
の機能向上

サーモグラ
フィー等
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【令和４年度 主要整備事項】

（２）羽田空港

防災・減災対策等

○ 滑走路等の耐震性の強化 ○護岸等の整備 ○基本施設等の更新・改良 等

＜事業の概要＞

４年度予算額 ４８１（５０２）億円

※（ ）内は前年度予算

空港機能の拡充

○ 人工地盤の整備 ○空港アクセス鉄道の整備 ○ 駐機場の整備 等

羽田空港においては、空港機能の拡充や防災・減災対策に資する取組を進めています。

令和４年度は、拠点空港としての機能拡充に向けて、航空旅客の内際乗り継ぎ利便性向上を図るた
めに必要な人工地盤の整備の検討に着手するほか、空港アクセス鉄道の基盤施設整備、駐機場の整
備等を実施します。

また、引き続き地震発生後も航空ネットワークの機能低下を最小限にとどめるための滑走路等の耐
震性の強化及び防災・減災に向けた護岸等の整備を推進するとともに、航空機の安全な運航を確保す
るための基本施設や航空保安施設等の更新・改良等を実施します。

多摩川スカイブリッジ
（令和３年度末供用予定）

多摩川スカイブリッジ
（令和３年度末供用予定）

©NTT Data, included Maxar Technologies.

Ａ滑走路

Ｃ滑走路

T３（第３ターミナル）

駐機場の整備

滑走路等の耐震性の強化

T２（第２ターミナル）

T１（第１ターミナル）

護岸の整備

護岸の整備

京急引上線の整備

人工地盤のイメージ

ＪＲ東日本羽田空港アクセス線の整備

多摩川スカイブリッジ
（令和４年３月供用予定）

８



（３）成田空港

令和４年度は、成田国際空港株式会社に対して、無利子貸付金を活用し、B滑走路の延伸
及びC滑走路の新設等の更なる機能強化を引き続き支援します。また、第３ターミナルビル増
築に伴うCIQ施設整備、成田空港庁舎耐震対策、航空保安施設の更新等を実施します。

＜事業の概要＞

○会社事業

B滑走路の延伸及びC滑走路の新設等の更なる機能強化を実施し、年間発着回数
50万回の実現に向けて、令和10年度末目途の完成を目指して整備を進めます。

更なる機能強化

４年度予算額 １７６（７７）億円
うち空港整備勘定からの無利子貸付【再掲】 １５４（５０）億円

※（ ）内は前年度予算

＜参 考＞
○会社事業

令和４年度は、誘導路整備、第３ターミナルビルの増築等を実施します。

成田空港庁舎耐震対策
（管制塔、滑走路等は対策済み）

第１ターミナル

第３ターミナル

第２ターミナル

Ａ滑走路（4,000ｍ）

Ｂ滑走路（2,500ｍ）

第３ターミナルビル増築
（CIQ施設）

（会社事業）
誘導路整備

○国からの支援

財政融資 (4,000億円) (令和2年度)

出資(300億円) (令和2年度)

財政融資資金

空港整備勘定

成田国際空港株式会社

B滑走路延伸・C滑走路新設
用地取得 等

（事業費：約4,900億円）

無利子貸付金 (154億円) (令和4年度予算額)

令和４年度 主要整備事項
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（４）関西空港・伊丹空港

関西空港及び伊丹空港においては、関西空港における多額の債務の早期かつ確実な返済を図り
つつ、関西空港の国際拠点空港としての機能の再生・強化及び両空港の適切かつ有効な活用を通
じた関西圏における航空輸送需要の拡大を図るため、平成２８年４月から運営権の設定（コンセッショ
ン）により関西エアポート株式会社による運営が開始され、民間の創意工夫を活かした取組が推進さ
れています。
令和４年度は、両空港における航空機の安全な運航を確保するために航空保安施設の更新等を

実施します。また、空港の機能強化を図るための検討を実施します。

＜事業の概要＞
４年度予算額 ４９（４９）億円
調査費０．２（-）億円を含む

※（ ）内は前年度予算

【大阪国際空港（伊丹空港）】【関西国際空港】

一期空港島

二期空港島

防災機能の強化
（関西エアポート(株)実施・

令和元年度当初予算で財政投融資を措置※１ ）

Ｂ滑走路(4,000m)
(平成19年8月2日供用)

Ａ滑走路(3,500m)
（平成6年9月4日供用）

航空保安施設の更新等

航空保安施設の更新等
Ｂ滑走路(3,000m)

(昭和45年2月5日供用)

Ａ滑走路(1,828m)
（昭和33年3月18日供用）

ターミナル改修
（関西エアポート（株）実施）

＜参 考＞
○会社事業
令和４年度は、関西エアポート社により、関西国際空港において、平成３０年９月の台風２１号による浸水被害を踏まえ
た防災機能の強化を引き続き実施するとともに、国際線の増便に向けた第１ターミナル改修についても引き続き実施し
ます。また、伊丹空港においては、ターミナル改修等を引き続き実施します。

第１ターミナル改修
（関西エアポート（株）実施・

令和2年度3次補正で財政投融資を措置※2）

（５）中部空港

中部空港においては、完全２４時間化の実現のため、戦略的に施設のフル活用を図っていくこと
が重要な課題です。
令和４年度は、航空機の安全な運航を確保するために航空保安施設の更新等を実施します。
また、現施設のフル活用を図るための検討等を実施します。

＜参 考＞
○会社事業

令和４年度は、中部国際空港会社により、防災システム等の老朽化したシステムの更新等を引き続き実施します。
また、コロナ対策の観点も踏まえつつ、国際線の往来再開を見据え、第１ターミナル改修等を実施します。

＜事業の概要＞

４年度予算額 ９（８）億円
調査費０．５（０．３）億円を含む

※（ ）内は前年度予算

滑走路(3,500m)
(平成17年2月17日供用)

【中部国際空港】

航空保安施設の更新等

ＬＣＣ専用ターミナルビル
(令和元年9月20日供用)

大規模展示場
(令和元年8月30日供用)

(愛知県)

第１ターミナル改修
（中部国際空港（株）実施）

（令和3年度当初予算で財政投融資を措置）

※１：防災機能の強化については、令和元年度当初予算の財政投融資を活用し、新関西国際空港（株） が最大１／２を負担。

※２：第１ターミナル改修については、令和２年度３次補正の財政投融資を活用し、新関西国際空港（株）が最大１／２を負担。

複合商業施設
(平成３０年１０月１２日開業)
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（６）一般空港等

４年度予算額 ８９６（８２７）億円

※（ ）内は前年度予算

２７００ｍ
×６０ｍ １

３
１
０

ｍ

増設滑走路2,500m

現滑走路2,800m

国内線ターミナル

国際線ターミナル

空港の利便性向上を図るため、那覇空港等において、ターミナル地域の機能強化、エプロン、

誘導路等の整備を実施します。

福岡空港については、滑走路処理能力の向上を図るため、滑走路増設事業を引き続き実施します。

〇ターミナル地域の機能強化等

福岡空港滑走路増設事業

〇滑走路増設事業

＜事業の概要＞

那覇空港 国際線ターミナル地域再編事業

那覇空港では、観光客の増加に伴い、バ

ス、タクシー、レンタカー送迎車、一般車

等による構内道路の混雑が深刻化している

ため、国内線ターミナルビル前面の高架道

路（ダブルデッキ）を国際線ターミナルビ

ル前面まで延伸することで混雑解消等を図

ります。

新千歳空港 受入機能強化

国内線
ターミナルビル

B滑走路

A滑走路

D誘導路

誘導路複線化
（末端取付誘導路）

誘導路複線化
（平行誘導路）

デアイシングエプロンの整備

✈

✈
✈ ✈

✈✈
✈

６

際内連結
ターミナル

国内線
ターミナルビル

国際線
ターミナルビル

既存の高架道路
（国内線ビル側） 高架道路の延伸

○供用開始予定日 ： 令和７年３月末※

※航空法第４０条に基づく告示

○総事業費 ： 約１,６４３億円

○４年度事業内容 ：

用地造成、

滑走路・誘導路・エプロン新設、

無線施設整備 等

● 新型コロナウイルス感染症収束後の航空需要の回復及び増加を見据え、空港のゲートウェイ
機能を発揮していくため、福岡空港の滑走路増設事業、ターミナル地域の機能強化等の受入環
境整備を推進します。

新千歳空港では、冬期における航空機の

欠航や遅延等が課題となっており、航空機

や除雪車両の混雑を緩和し、駐機場への引

き返しを少なくするため、誘導路複線化や

滑走路端近傍のデアイシングエプロン整備

等を行い、道内の拠点空港として必要とな

る航空便・旅客の受入機能の強化の検討等、

関係者が連携して取組を推進します。
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● 航空の安全・安心を確保するため、空港における防災・減災、国土強靱化を推進するとと

もに、滑走路端安全区域の整備を着実に実施します。

航空機がオーバーランまたはアンダーシュートを起こした場合の航空機の損傷軽

減対策として、ＩＣＡＯ(国際民間航空機関)勧告を踏まえた改正国内基準に基づき、

着陸帯両端に安全確保のために設けることとされている滑走路端安全区域（ＲＥＳ

Ａ）の整備を着実に実施します。

〇 滑走路端安全区域の整備

【オーバーラン事故の例】
事故概要

・平成25年8月5日 新潟空港着陸時に発生

・RESA内で停止したため、人的被害無し

：最低限確保すべき範囲

：可能な限り用地の確保に努める範囲 ※計器着陸用滑走路1,200m以上の場合

・RESAの長さおよび幅(国内基準_平成29年4月改訂)

着陸帯

Ｗ

着
陸
帯
幅

２Ｗ

６０ｍ

２４０ｍ

９０ｍ

2
8

滑
走
路
幅 過走帯

「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」等に基づき、定期的な点検等により劣

化・損傷の程度や原因を把握し、老朽化の進んでいる施設について効率的かつ効果的な

更新・改良を実施します。

（老朽化した滑走路舗装の改良）（舗装のひび割れが発生） （航空保安施設点検実施状況） （老朽化した

〇 空港の老朽化対策

空港監視レーダーの更新）

近年の気象変化や長期的な気候変動等を踏まえ、台風や豪雨に備えた浸水対策を実施

するとともに、地震災害時において、緊急物資等輸送拠点としての機能確保、航空ネットワー

クの維持等を図るために必要となる基本施設等の耐震対策を実施します。

〇空港の防災・減災対策

・耐震対策

非液状化層

液状化層

液状化層の地盤改良対策により、
舗装の損壊を防止

（地盤改良）

・浸水対策

（排水機能の強化）排水施設の大型化により、
排水機能を確保
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（７）航空路整備事業

４年度予算額 ２８８（２８８）億円
※（ ）内は前年度予算＜事業の概要＞

航空交通の安全確保を最優先としつつ、首都圏などの混雑空港・空域における航空交通容量の

拡大を図り、より効率的かつ効果的な管制サービスを提供するため、引き続き管制施設、航空保安

施設、通信施設等の性能を確保するとともに、管制空域の抜本的再編や航空保安システムの高度

化を推進します。

航空路管制空域において空域を上下に分離する抜本的再編を行い、管制処理能力の向上を図り

ます。

令和４年度は、東日本空域の上下分離に必要となる航空路管制卓や遠隔対空通信施設等の整備

を行います。

航空路管制空域の再編整備事業（空域の上下分離による処理容量の拡大）

・巡航機が中心となる「高高度」

・近距離及び空港周辺の上昇降下機

に専念する「低高度」

に上下分離

衛星航法サービスの高度化

衛星航法システムの高度化を行い、視界不良時において現状より滑走路近くまで航空機の進入を
可能とします。
令和４年度は、引き続き衛星航法の精度や安全性を向上させるための施設整備を行います。

航空路管制卓 遠隔対空通信施設

「巡航」＋「上昇降下」 →「巡航」
（航空路空域） （高高度空域）

（低高度空域） （低高度空域）
→ 「上昇降下」

神戸管制部 福岡管制部
東京管制部

札幌管制部

東日本上下分離（令和７年度～）

西日本低高度（神戸管制部）

西日本高高度（福岡管制部）

東京管制部
札幌管制部

西日本低高度（神戸管制部）

高高度（福岡管制部）

東日本低高度
（東京管制部）

西日本上下分離（令和４年度～）再編前（～令和２年度）

【現行イメージ】 【上下分離イメージ】

〔神戸〕 〔福岡〕 〔東京〕 〔札幌〕 〔西日本 神戸〕 〔東日本 東京〕

〔高高度 福岡〕

準天頂衛星 準天頂衛星

視界不良時には低高度まで降下ができない 従来よりも着陸を判断する高度が低くなる

GPS
３号機 ６号機 ７号機

着陸やり直し

着陸！

精度：低滑走路等が見えない

現在の性能

精度：高

衛星補強信号
（GPS誤差補正信号）

着陸機会の増加

高度化後（令和７年度～）

GPS

３号機

滑走路等視認

地上施設
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空港と周辺地域との調和ある発展を図るため、騒防法に定める特定飛行場の周辺地域につ
いて、騒音激甚区域からの移転補償、緩衝緑地帯の整備、学校等の教育施設及び住宅の防音
工事等の補助を推進し、航空機騒音による障害の防止・軽減、生活環境の改善を進めます。

Lden：航空機騒音のレベルを評価する尺度

（注）特定飛行場：国管理の事業対象空港 函館、仙台、東京国際、新潟、松山、高知、福岡、熊本、大分、宮崎、鹿児島、那覇

＜事業の概要＞
４年度予算額 １５（１３）億円

※（ ）内は前年度予算

（８）空港周辺環境対策事業

【第１種区域：Ｌｄｅｎ６２ｄＢ以上】

・住宅の防音工事、空調機器の更新に対する補助
・生活保護等世帯に対する防音工事で設置した
空調機器稼働費の補助

移転補償跡地

【第２種区域：Ｌｄｅｎ７３ｄＢ以上】

・土地の買入や建物等の
移転補償

緩衝緑地

【第３種区域：Ｌｄｅｎ７６ｄＢ以上】

・ 騒音軽減効果のある
緩衝緑地帯の整備

【概ねＬｄｅｎ５７ｄＢ以上の区域】
・学校、病院等の防音工事、空調機器の
更新に対する補助
・公民館・集会所等共同利用施設整備に対する補助

学校等の防音工事（防音サッシ・空調機） 住宅の防音工事施工例

移転補償跡地

【第２種区域：Ｌｄｅｎ７３ｄＢ以上】

・土地の買入や建物等の
移転補償

【概ねＬｄｅｎ５７ｄＢ以上の区域】
・学校、病院等の防音工事、空調機器の
更新に対する補助
・公民館・集会所等共同利用施設整備に対する補助

学校等の防音工事（防音サッシ・空調機）

空港周辺環境対策事業における騒音対策区域

概ね

Ｌｄｅｎ５７ｄＢ以上

Ｌｄｅｎ６２ｄＢ以上

（第１種区域）

Ｌｄｅｎ７３ｄＢ以上

（第２種区域）

Ｌｄｅｎ７６ｄＢ以上
（第３種区域）

Ｌｄｅｎ６２ｄB以上

Ｌｄｅｎ７３ｄB以上
（第２種区域）

Ｌｄｅｎ７６ｄB以上
（第３種区域）

（第１種区域）
概ね
Ｌｄｅｎ５７ｄB以上

騒音対策区域概念図

概ねLden57dB以上の区域

第１種区域
(Lden62dB以上)

第２種区域
(Lden73dB以上)

第３種区域
(Lden76dB以上)

空港

公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律（騒防法）等に基づく空港周辺環境対策事業
航空機の騒音評価指標（Ｌｄｅｎ）の値の大きさに応じて、騒音対策区域（第１～３種）を定め、必要な事業を実施

※Ｌｄｅｎ： １日あたりの騒音のレベルを評価する尺度。
夕方及び夜間に発生した騒音に重み付けを行った上で、1日に発生した全ての
航空機騒音のエネルギー総量を平均した指標。
（２０１３年４月１日より、従来のＷＥＣＰＮＬ⇒Ｌｄｅｎに指標を変更。）
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（９）空港経営改革の推進

民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する法律（民活空港運営法）に基づき、民間
による空港の一体経営（航空系事業と非航空系事業の経営一体化）を実現し、着陸料等の柔軟な設
定等を通じた航空ネットワークの充実、内外の交流人口拡大等による地域活性化を図ります。

特に、新潟・大分・小松空港について運営の民間委託を実施することとした場合の運営権者の公募
手続きを進めるとともに、他の国管理空港についても自治体・民間事業者から得られた運営形態や経
営手法に関する意見・提案を踏まえ、民間事業者への運営委託手法等の検討を進めます。

＜事業の概要＞ ４年度予算額 ２（３）億円 ※（ ）内は前年度予算

空港運営民間委託の効果

○施設整備による利便性向上

国内線搭乗口が6から10カ所に増加。
発着機輻輳時の旅客処理能力が拡大。

○就航便数
民間委託後に53便／週の増加
※平成28年夏ダイヤ 367便/ 週

→ 令和2年夏ダイヤ 420便／週

○空港アクセスの拡充
※鉄道：3往復増発（仙台空港駅～仙台駅）
※バス：福島、会津若松、山形等との直行定期

路線開設

仙台空港の例 (運営開始：平成28年7月）

※立体駐車場建設（平成31年4月）
収容台数：1003台⇒1393台

※新事務所棟建設（令和元年7月）
ターミナルビル内にあった事務所スペースを別
棟に移転し、旅客に利便性の高いエリアを提供
するためのスペースを確保

※四国市場YOSORA開業

（令和元年8月）

高松空港の例 (運営開始：平成30年4月）

○施設整備による利便性向上 ○就航便数
民間委託後に2便／週
の増加

※平成29年冬ダイヤ 132便/ 週
→ 令和2年夏ダイヤ 134便／週

○空港アクセスの拡充
※バス：祖谷（徳島）、高知、四国

中央（愛媛）定期路線等開設

※新旅客搭乗施設建設
（平成30年10月）

※出典（写真）：仙台国際空港(株)

※出典（写真）：高松空港(株)

国管理空港の運営委託（コンセッション）に関する検討状況

滑
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・
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活
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港
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仙台空港 H25.7 H25.11 H26.4 H26.6
H27.12.1 仙台国際空港（株）と実施契約を締結

H28.7～
仙台国際空港（株）による運営開始

高松空港 H25.7 H27.10 H28.7 H28.9
H29.10.1 高松空港（株）と実施契約を締結

H30.4～
高松空港（株）による運営開始

福岡空港 H27.9 H28.7 H29.3 H29.5
H30.8.1 福岡国際空港（株）と実施契約を締結

H31.4～
福岡国際空港（株）による運営開始

北海道内７空港 H28.8 H29.7 H30.3 H30.4
R1.10.31 北海道エアポート（株）と実施契約を締結

熊本空港 H29.4 H29.6 H30.1 H30.3
R1.5.31 熊本国際空港（株）と実施契約を締結

R2.4～
熊本国際空港（株）による運営開始

広島空港 H25.7 H29.10 H31.3 R1.6
R2.12.18 広島国際空港（株）と実施契約を締結

R3.7～
広島国際空港（株）による運営開始

新潟空港 R2.4

大分空港 R2.8

小松空港 R2.11

7空港一体のビル経営開始
新千歳空港
旭川空港
稚内・釧路・函館・帯広・女満別空港

R2.1～
R2.6～
R2.10～
R3.3～

北海道エアポート（株）による運営開始

地元自治体の意向に基づき、
コンセッション導入に向けた手続を開始

【全体スケジュール】 個別空港ごとの取組
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（１０）航空保安対策の強化

＜事業の概要＞
４年度予算額 ２６（２５）億円

※（ ）内は前年度予算

「テロに強い空港」を目指し、全国の空港において従来型の検査機器からボディスキャナーをはじめと
した高度な保安検査機器（爆発物自動検知機器等）への入れ替えを加速度的に促進し、今後の航空需
要の回復・増大に向け、航空保安検査の高度化を図ります。

また、新技術を活用した新たな検査機器の導入を推進します。

テロ等の脅威に備え、保安検査の一層の厳格化を図りつつ、検査に係る旅客の負担を抑えるなど、

検査の円滑化も確保。

ボディスキャナー

高度な保安検査機器

現行の接触検査に代わるもの
として、自動的に非接触で人
体表面の異物を検知する装置

高性能Ｘ線検査装置

機内手荷物用

機内持込・受託手荷物のＸ線検査機器のうち、爆発物を自動的に
検知するシステム

受託手荷物用

ＥＴＤ（蒸散痕跡物等
利用爆発物検査装置）

液体爆発物検査装置

期待される効果

（１１）操縦士・整備士の養成・確保対策
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＜事業の概要＞

新型コロナウイルス感染症の拡大により航空事業は大きく影響を受けている状況ですが、
現在主力となっている50代の操縦士・整備士の将来における一斉大量退職が見込まれている
こと、操縦士が航空会社の機長として第一線で活躍するまでに約10年の訓練期間を要するこ
と等を踏まえると、操縦士・整備士を着実に養成・確保していくことが極めて重要です。

このため、操縦士を着実に養成するほか、民間と連携した操縦士・整備士の効率的な養成・確保
を促進するための取組を推進します。

主要航空会社における操縦士の年齢構成

0

100

200

300

400

21 26 31 36 41 46 51 56 61 66

山の位置がシフト 今後10年間で約2000人退職
主要航空会社等における整備士の年齢構成（

人
数
）

（年齢）

（
人
数
）

（年齢）

４年度予算額 非公共予算 ２５（２６）億円

(独)航空大学校における操縦士の着実な養成

○平成３０年度入学生から開始した 養成規模
の拡大 （７２人→ １０８人） に対応した訓練の
着実な実施。

※（ ）内は前年度予算

訓練機 教官

４年度予算額 非公共予算 ０．６（０．６）億円

民間と連携した操縦士・整備士の養成・確保の促進

※（ ）内は前年度予算

○複数の操縦士資格を一連の訓練で取得する
手法等、効率的な操縦士養成基盤強化

【主な取組内容】

○最新の医薬品情報に基づいた、操縦士の
医薬品誤使用防止のための整理

○より合理的で利便性の高い試験方式
Computer Based Testingへの移行に向けた検討
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３．航空分野のグリーン施策の推進

（１）運航分野における脱炭素化の推進

＜事業の概要＞

②管制の高度化による運航方式の改善

③持続可能な航空燃料（SAF）の導入促進

燃費の良い飛行高度・飛行経路

グリーンルート

燃
料
効
率監視技術の高度化

燃
料
効
率

グリーンルート

従来の高度選択（限定的）

適切な間隔の
監視が困難

○ 管制システムの高度化など必要な事業を実施し、飛行高度・飛行経路の選択自由度を向上させ
ます。これにより、飛行中の消費燃料の削減による運航の効率化を図ります。

○ICAOグローバル削減目標

削減幅が大きいSAFの活用が重要

・2020年以降総排出量を増加させない

国際航空のCO2削減枠組み：CORSIA※（SAF）

対応策の検討

国産SAFの普及促進 SAFの導入・普及促進

地産地消に向けたサプラ
イチェーン構築のための
検討・調査
CORSIA適格燃料化に向
けた検討・調査

空港搬入における品質確認の円
滑化
サプライチェーンモデル構築

SAF混合率上限50%の
引き上げのための調査・
実証

飛行検査機へのバイオ
ジェット燃料の活用

空港貯油施設

〈藻〉 〈木質バイオマス〉

海外 外航タンカー

①新技術の導入(新型機材等)
②運航方式の改善

③持続可能航空燃料(SAF)の活用
④市場メカニズム活用

目標達成の手段（Basket of Measures）

※ Carbon Offsetting and Reduction Scheme for International Aviation

SAFの円滑な利用のための環境整備
調査 モデル構築 実証兼活用

４年度予算額 非公共予算 ０．５（ －）億円
空港整備勘定 【再掲】 ４７（ －）億円
（一般空港等、航空路整備事業の内数）

①機材・装備品等への新技術導入

○ 環境技術（電動化、軽量化、水素航空機等）の早期実用化に向け、関係省庁・団体等との連携体制
を構築し、安全基準の整備等について開発段階から戦略的に取組みます。

〇 国際会議等への積極的な参画等を通じ国際標準化を進め、国内製品の普及・環境対策を一層推進
します。

航空局連携経産省

＜連携イメージ＞

航空分野の環境対策の推進・日本の航空機産業の振興

技術開発の
支援

安全・環境
基準の策定

航空機関連メーカー（電動化、軽量化、水素等） 新技術官民協
議会（仮称）
の設置

国際会議等
への参画

有識者、メーカー、
業界団体、研究機
関、経産省等

＜R4年度予算事業＞

ICAO（国際民間
航空機関）、国際
標準化団体等

国際標準化等
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（２）空港分野における脱炭素化の推進

＜事業の概要＞

「２０５０カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現」に向けて、日本の玄関口である空港の脱炭素化
を推進するため、あらゆる手段による取組を実施します。

空港の脱炭素化推進のイメージ

ANAホームページより電球式 LED式

照明・灯火のLED化

JAL提供

４年度予算額 非公共予算 １．３ （ －）億円
空港整備勘定 【再掲】 ７４ （ －）億円

（羽田、成田、関空・伊丹、中部、一般空港等の内数）

空港車両のEV・FCV化の促進（写真はEV車の一例）

○ 「空港の」カーボンニュートラル化を加速させるため、①空港施設・空港車両からのCO2排出削減
に向けた照明・灯火のLED化や空港車両のEV・FCV化、②航空機からのCO2排出削減に向けた
GPU利用等を促進します。

○ また、 「空港による」カーボンニュートラル化を開始するため、空港周辺地域との連携や災害時の
レジリエンス強化の観点も重視しつつ、③空港の再エネ拠点化に向けて、太陽光発電等の再エネ
設備の導入を推進します。

①空港施設・空港車両からのCO2排出削減

太陽光発電設備の導入促進GPU利用の促進 走行距離の縮減

✈

関西エアポート(株)ホームページより

③再エネ拠点化②地上航空機からのCO2排出削減

１８



（１）ドローン、次世代航空モビリティの安全対策

＜事業の概要＞

○ 空飛ぶクルマの社会実装に向けた環境整備のための調査

４．航空イノベーションの推進

○ 有人地帯での目視外飛行（レベル４）の実現

都市部での送迎サービス、離島・山間部の新たな移動手段などにつながると期待される“空飛ぶクル
マ”の事業開始（令和５（２０２３）年目標）に向け、制度整備のための検討・調査を実施します。

＜主な検討・調査項目（イメージ）＞

• 遠隔操縦のための機器に対する要件策定
• eVTOL特有の設計に対する効率的な整備手順の設定要件
• 事業化に向けた要件等に係る調査 等

少子高齢化、過疎化、担い手不足など我が国が抱える諸課題の克服に向け、令和４（２０２２）年度中
にドローンの有人地帯での目視外飛行（レベル４）を可能とする制度を実現します。

○ 空港に侵入するおそれのあるドローンへの対処能力の強化

空港周辺を飛行するドローンの検知等を行うシステムを
整備することにより、空港に侵入するおそれのあるドローン
への対処能力を引き続き強化します。

【レベル４】
有人地帯（第三者上空）での
目視外飛行（補助者の配置なし)

レベル４のイメージ

○次期ドローン情報基盤システムの開発及びレベル４制度の運用

• 登録システム等のシステムを連携・活用し、

本人確認情報の再利用等が可能に

• レベル4に対応した無人航空機ヘルプデスク

の設置、システムの保守・維持管理等の実施

＜機体の安全性情報＞

＜操縦者の技能情報＞

＜機体の登録情報＞

＜許可・承認制度＞

○令和３年度航空法改正の概要

• 機体認証、操縦ライセンスを得て、運航ルールを遵守し、

国土交通大臣の許可・承認を得ればレベル４飛行可能

※ レベル４以外の飛行は、機体認証・操縦ライセンスは必須
ではなく、現行どおり許可・承認を得れば飛行可能

○レベル４の活性化に向けた無人航空機の更なる制度設計化のための検討・調査

• レベル４実現に向けて登録講習機関等の登録要件の策定、

機体の安全指標の具体的数値要件の策定、

技能証明の試験方法・実施方法の策定 等

４年度予算額 ３０（４０）億円
４年度予算額 非公共予算 ０．９（ １）億円

※（ ）内は前年度予算

入力済情報を再利用

＜飛行計画の通報＞
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（３）航空機・次世代航空モビリティに対する確実な安全性審査・実用化の促進

４年度予算額 非公共予算 ０．８（０．８）億円
※（ ）内は前年度予算

具体の取組

従来の航空機 次世代航空モビリティ

※2023年中の商業運航開始 ※2022年度中にレベル４運航開始
BK117 C-2型三菱スペースジェット

（開発中）

提供：三菱航空機株式会社

＜事業の概要＞

国産航空機への確実な審査、不適切事象への的確な改善措置等により、安全運航に万全を期し
ます。また、開発中の空飛ぶクルマやドローンについて、確実かつ円滑な審査を行うことで早期実用
化の促進・日本の航空業界の活性化を実現するよう職員の技量向上・国際連携等を進めます。

審査職員の技量維持・
向上のための研修等
（最新技術への対応等）

海外当局との連携・調整
に係る経費
（審査基準/手法の調和）

技術審査の環境整備
に必要な経費
（専用ソフトや技術データ等）

実地審査に係る経費
（試験立ち合い係る旅費等）

（２）無人航空機の安全利用推進プログラム

３年度補正予算額 非公共予算 １億円

• 令和３年１２月から無人航空機の事前登録制度を開始。令和４年１２月からレベル４飛行（有人地帯
上空での補助者なし目視外飛行）が実現し、利用者や利用形態の拡大や多様化が見込まれます。

• そのため、特にホビーユーザー又はライトユーザーを対象に、機体登録、各種規制や飛行のために
遵守すべき事項、必要な手続等安全のための知識・意識の向上策等を実施します。

＜事業の概要＞

＜無人航空機の事故報告件数の推移>

○ 無人航空機の安全利用推進

• 無人航空機の飛行に関する制度説明会や登録手続きの支援事務局の運営

• 民間の自主的な管理を視野に入れた登録手続きや後付けリモートIDの実証

大きさ：1m × 1m、重量：7.5kg
試験飛行のため無人航空機を飛行させ
ていたところ、突如制御不能、紛失。
許可承認書に未登録の者が操縦してい
た等、多数の飛行ルールが遵守されてい
なかった。
飛行時間は1時間程度。

機体
の紛失
(2019.11)

○無人航空機の制度周知、手続き支援及びリモートID等の実証
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令和２年度においても小型航空機の事故が継続

令和2年7月19日、個
人の小型飛行機が、
北海道空知郡南富良
野町付近の山に衝突
（搭乗者２名が負傷）

令和2年12月30日、
個人の回転翼飛行機
が、静岡県島田市付
近の山林に墜落（機
長１名が死亡）

（北海道放送ＨＢＣニュース（WEB）より） （静岡朝日テレビニュース（WEB）より）

４年度予算額 非公共予算 ０．２（０．４）億円
※（ ）内は前年度予算

小型航空機等に係る
安全推進委員会

簡易型飛行記録装置

先進的な技術の活用

安全対策の調査・取組内容

小型航空機等に係る安全推進委員会・基礎情報の収集分析

〇 平成２７年７月２６日、自

家用機が調布飛行場を離
陸した直後、住宅に墜落。

機長等２名死亡。住宅１棟
が全焼し、住民１名死亡。

平成２７年以降、小型航空機の事故が社会問題化

小型機用簡易型飛行記録装置の実
証実験に基づく活用策及び普及促進
方法のとりまとめ

基礎調査の
収集分析

（４）小型航空機に係る総合的な安全対策の強化

＜事業の概要＞

近年の小型航空機の事故の頻発を受け、平成２８年１２月から 「小型航空機等に係る安全推進委員
会」を定期的に開催し、有識者等の意見を踏まえながら安全対策にかかる調査・取組を実施しています。
令和４年度は、先進的技術の普及促進を実施します。

小型航空機の事故が頻発

【関連事項】FAST TRAVELの推進等（観光庁予算）

○ 世界最高水準の空港利用者サービスを提供するため、先端技術の活用等により、旅客が行う諸手続きや空港内の
動線を一気通貫で高度化することにより、手続きを迅速化する。
[補助対象事業者：空港ビル会社、空港会社等（補助率1/2)]

チェックイン→搭乗までの自動化機器を顔認証システムで一元化（One ID化）
顔写真を登録した以降の手続きではパスポートや搭乗券の提示が不要となり、いわゆる「顔パス」で通過可能

【搭乗関連手続きの円滑化】
ストレスフリーで快適な旅行環境実現に向け、新たな手続きに対応するための環境整備や自動手荷物預機・スマートレーン等の自動化機器、
顔認証技術を活用した本人確認システムの導入を促進。旅客の待ち時間の短縮や手続きの非接触・非対面化等、旅客利便増進に取り組む。

【旅客動線の合理化・高度化】

○ チェックインカウンターを航空会社で共用化するシステムや、手荷物検査を手
荷物預け後に実施するシステム(インラインスクリーニングシステム)の導入によ
り、地方空港における旅客動線を合理化し、手続きに係る時間を短縮。

○ 上質なサービスを求める観光客の誘致に向け、ビジネスジェット
旅客専用の待合スペース、ＣＩＱカウンター等を確保し、プライ
バシー・迅速性を重視する旅客ニーズに対応。

提供：成田国際空港(株)提供：ボンバルディア

自動チェックイン機 スマートレーン自動手荷物預機 自動搭乗ゲート新たな手続きへの対応

２１

３年度補正予算・４年度予算額 約１００億円の内数等



（５）地上支援業務等への先進技術の導入促進

４年度予算額 １．０ （１．４）億円
※（ ）内は前年度予算地上支援業務への先進技術等の導入

技術開発と並行して、インフラ・通信環境整備の必要性の確認や新技術に則した運用ルールの
策定を行うことによる新技術実用化までの期間の短縮。

✈

✈

エリアごとで
課題抽出

→対応策の実証

車両データや実験データを取得し、
導入モデルを構築

特定条件下の完全自動運転※

に関する実証実験
＜Ｒ３年度より実証開始＞

トーイングトラクター

ランプバス

【遠隔監視・遠隔操作】

【無人車両】

条件付自動運転※

＜Ｒ２年度より導入開始＞

（※システムの介入要求等に対してドライバーが対応）

導入までの
プランニング

令和７（２０２５）年までに地上支援業務の自動化・効率化に資する無人車両技術を導入するため、
必要となる要件（車両技術、インフラ、運用ルール）を整理した導入モデルを構築するとともに、インフ
ラや運用ルールの課題を抽出します。また、空港除雪の省力化・自動化に向けた調査を実施します。

空港運用への無人車両技術の導入

空港除雪の省力化・自動化

【除雪車両による実証実験】

（※特定の場所や道路において、自動運転
システムが全ての運転操作を実施）

＜Ｒ４年度実施予定＞

地上支援業務の自動化・効率化

• 省力化については、新たなシステムを搭載した除雪車
両による実証実験を計画。

• 令和４年度（２０２２年度）末までに、省力化の一部導
入（特定エリア・特定車両）を目指します。

• 自動化については、技術開発動向を踏まえた検討を
進めます。

ポストコロナにおける外国航空会社等の需要に対応するため、令和２（２０２０）年１月に策定したグラ
ンドハンドリングアクションプランに基づき、新型コロウイルス感染拡大防止の観点等を踏まえつつ、
先進技術等の活用を通じた地上支援業務（グランドハンドリング）の生産性向上を実現するための実
証調査を行ないます。

グラハン業務
領域

課題・
ニーズ

先進技術
の活用

新型コロ
ナウイルス
感染拡大
防止

デジタル・テ
クノロジ－を
活用した事
業の変革

実証イメージ

先進技術

手荷物の自動積み付けロボット

実証調査 実現目標

省人化・省力化
・業務の効率化
・企業間の連携 など

グラハン業務の生産性
向上
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ポスト・コロナを見据え、コロナ禍からの回復に向けた安全・安心な航空輸送、需要回復・
増大に対応した航空輸送の提供を確保するとともに、航空分野におけるカーボンニュートラ
ルの実現、航空イノベーションの推進等の新たな行政課題に対応するため、以下の項目を重
点に体制強化を図る。

【令和４年度航空局関係組織・定員措置の概要】

【令和４年度航空局税制改正】

Ⅰ．コロナ禍からの回復に向けた安全・安心な航空輸送の実現と需要回復・増大への対応 (125人)

（１）航空会社・空港会社への支援と安全・安心な航空輸送の実現

○コロナ後の需要回復に向けた航空会社支援体制の強化

○航空保安対策に関する体制強化

（２）航空需要の回復・増大への的確な対応による活力ある日本経済の実現

○航空ネットワークの維持・充実のための総合調整機能の強化

○持続可能な管制サービスの高度化に係る体制強化 等

Ⅱ．航空分野のグリーン施策の推進 (28人)

○ＩＣＡＯグローバル削減への対応及び航空分野のＣＯ２削減に向けた体制強化 等

Ⅲ．航空イノベーションの推進 (14人)

○次世代航空モビリティ推進体制の強化 等

２３

国内路線に就航する航空機に係る課税標準の特例措置 【延長】 （固定資産税）

○国内線に就航する航空機（離島路線就航機に係る固定資産税の特例措置の対象となるもの及び専
ら遊覧の用に供するものを除く。）に係る課税標準の特例措置の適用期限を２年間延長する。

（令和 ５年度まで）

最大離陸重量200トン以上：最初の３年間 2/3に軽減 ※１

最大離陸重量200トン未満：最初の５年間 2/5に軽減 ※２

最大離陸重量 50トン未満：最初の１年間 3/8、その後４年間 2/5に軽減 ※３

最大離陸重量 30トン未満：最初の５年間 1/4に軽減 ※３

※１ 200トン未満の航空機のうち、地方路線就航時間割合が2/3未満の航空機を含む。

※２ 地方路線就航時間割合が2/3以上の航空機に限る。

※３ 地方路線のうち、東京国際空港又は大阪国際空港発着路線を除く路線の就航時間割合が2/3以上の航空機に
限る。

航空機燃料税に係る特例措置 （航空機燃料税・航空機燃料譲与税）

【航空機燃料税】

【航空機燃料譲与税】 譲与金額：4,000円/kl等を維持 （譲与割合：4/13）

（令和 ４年度に限る）

○航空機燃料税について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、過去に例を見ない規模で航空
需要の減少が継続している状況を踏まえ、税率をコロナ前の18,000円/klから13,000円/klへ軽減する。

定員措置［ 167人 ］ ＊「ＷＬＢのための定員」25人を含む

下記以外の路線

特定離島路線

沖縄路線

26,000円/kl

19,500円/kl

13,000円/kl

平成22年度以前

18,000円/kl

13,500円/kl

9,000円/kl

平成23～令和2年度 令和４年度

13,000円/kl

9,750円/kl

6,500円/kl

令和３年度

9,000円/kl

6,750円/kl

4,500円/kl



（参考資料）
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（注）１．計数は端数処理の関係で合計額に一致しない。

２. は令和４年度に限る措置

航空事業者等

雑収入等

空港整備勘定
空港関係
都道府県

空港関係
市町村

（単位：億円）

令和４年度予算額 ３，８９６億円

１／５ ４／５

９／１３

航空機燃料税

１，００４

空港使用料

着陸料等
航行援助施設利用料

９３２

一般会計

航空機燃料税
３１５

航空機燃料譲与税

空港整備勘定のしくみ

４／１３

財政投融資

１，６４５

新型コロナウイルス感染症による航空会社への影響

○輸送人員（2019年同月比）

※東日本大震災時
国内線76% （2011年３月）、国際線66% （2011年４月）

98%

50%

14%
7%

22%

33% 30%
37%

49%
56%

45%

25% 25%

48%
39%

27%
36%

41% 45%

34%

49%

60%

73%

26%

3% 2% 2% 3% 3% 3% 4% 4% 5% 4% 3% 4% 4% 4% 6% 5% 8% 6% 6% 7%

0%

50%

100%

国内線 国際線

11月 3月 4月 6月2月12月2021.
1月

5月 7月 8月 9月

※ リーマンショック時
国内線85%（2009年２月） 、国際線78%（2009年６月）

2020.
2月

8月7月6月 9月5月 10月3月 4月 11月10月
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下記以外の路線

特定離島路線

沖縄路線

26,000円/kl

19,500円/kl

13,000円/kl

平成22年度以前

18,000円/kl

13,500円/kl

9,000円/kl

平成23～令和2年度 令和４年度

13,000円/kl

9,750円/kl

6,500円/kl

令和３年度

9,000円/kl

6,750円/kl

4,500円/kl



国内主要空港の利用状況（令和２年度）
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単位：万回単位：万人

空港別の入国外国人数（令和２年）

成 田

約146万人
34%

羽 田

約63万人
15%

関 空

約101万人 24%

中 部

約26万人
6%

福 岡

約27万人 6%

新千歳

約27万人
6%

那 覇

約18万人
4%

地方空港

約19万人
4.5%

約428万人
空港からの入国外国人数

地方空港の内訳

仙台 約2.5万人 0.6%

鹿児島 約2.1万人 0.5%

高松 約1.4万人 0.3%

函館 約1.3万人 0.3%

富士山静岡 約1.3万人 0.3%

広島 約1.2万人 0.3%

北九州 約1.0万人 0.2%

岡山 約0.9万人 0.2%

小松 約0.8万人 0.2%

その他 約6.7万人 1.6%

（出典）法務省「出入国管理統計」より航空局作成
※地方空港＝主要７空港（羽田、成田、関空、中部、新千歳、福岡、那覇）を除く空港

出典：空港管理状況調書（国土交通省航空局）
※発着回数は着陸回数の２倍
※単位未満で四捨五入しているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しない。
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空港運営民間委託（コンセッション）スキームと運営委託の状況

【仙台空港】
東急前田豊通ｸﾞﾙｰﾌﾟが設立した新会社（SPC：仙台国際空港株式会社）による運営を開始（平成28年7月）

【高松空港】
三菱地所・大成建設・ﾊﾟｼｺﾝｸﾞﾙｰﾌﾟが設立した新会社（SPC：高松空港株式会社）による運営を開始 （平成30年4月）

【福岡空港】
福岡ｴｱﾎﾟｰﾄHDｸﾞﾙｰﾌﾟが設立した新会社（SPC：福岡国際空港株式会社）による運営を開始 （平成31年4月）

【北海道内７空港】
北海道エアポートグループが設立した新会社（SPC：北海道エアポート株式会社）による運営を開始
（令和2年6月：新千歳空港、令和2年10月：旭川空港、令和3年3月：稚内、釧路、函館、帯広、女満別空港）

【熊本空港】
MSJA・熊本ｺﾝｿｰｼｱﾑが設立した新会社（SPC：熊本国際空港株式会社）による運営を開始（令和2年4月）

【広島空港】
MTHSｺﾝｿｰｼｱﾑが設立した新会社（SPC：広島国際空港株式会社）による運営を開始（令和3年7月）

＊１ いずれも年間当たりの回数である。
＊２ 回数のカウントは、１離陸で１回、１着陸で１回のため、離着陸で２回とのカウントである。

首都圏空港（羽田･成田）の空港処理能力の増加について

（万回）

2010年10月まで

羽田空港 成田空港

2013年3月31日
以降

2015年3月29日
以降

成田空港ＬＣＣ
ターミナルの整備等

2014年3月30日
以降

羽田空港国際線
ターミナル拡張

成田空港高速離脱
誘導路の整備等

羽田空港飛行経路
の見直し等

2010年10月31日
以降

羽田空港Ｄ滑走路
供用開始
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うち国際線 ６万回
昼 間 ３万回
深夜早朝 ３万回

うち国際線 ９万回
昼 間 ６万回
深夜早朝 ３万回
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うち国際線 12.9万回
昼 間 9.9万回
深夜早朝 3.0万回

2020年代後半

成田空港
Ｃ滑走路の整備等

2020年3月29日
以降（現在）

○ 成田空港のＣ滑走路新設等により、空港処理能力年間約100万回の実現を目指す。

1

施設等
所有者 国 民間

運営

管制 滑走路等 空ビル等

継
続

国

運営権
の設定

三セク等

譲
渡

国

民間による一体運営
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２．資機材の共通化等による生産性の向上

①外国人材の確保
②採用拡大及び離職率低下に向けた取組
③人材育成の共同化推進

①資機材の共通化、共有化の推進
②先進機器の導入による効率化
③空港の運用改善による効率化

３．グランドハンドリング業界の構造改善

人材不足
・採用難
・厳しい労働環境、高い
離職率
・長い訓練期間
研修期間例）
機体のプッシュバック: 11週間
ボーディングブリッジ装着: 6週間
給油業務：1年

・系列を超えた需給調整の
仕組みが不在

事業者間の連携欠如

問題の所在

・各社が資機材を所有、
ピーク時に資機材が不足
する等の非効率が発生

・チームがシフト制で勤務、他
空港への応援派遣など柔
軟な対応は困難

※事業者の売り上げは増加傾向

①系列を超えた調整メカニズムの構築
②空港管理者等とグラハン各社との提携強化
③業務プロセスの共通化
④業界自らによる将来への投資促進

個社の取組に加え、共通化等による
系列を超えた体制強化の実現が必要

１．人材確保、教育の強化

５年間の外国人材の受入数
（ 2019年～2023年）
○特定技能制度：2000人
○技能実習制度その他：2000人
⇒4000人を受入

業務の効率化・省人化
（2019年～2023年）
○1人あたりの生産性10%向上

KPI

KPI

グランドハンドリングアクションプラン（令和２年１月策定）

航空分野におけるCO2削減目標について（航空機）
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2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 ～2030年 ～2040年 ～2050年

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 ～2030年 ～2040年 ～2050年

③グリーン物
流の推進、
交通ネット
ワーク・拠点・
輸送の効率
化・低炭素
化の推進

⑧物流・人流・土木インフラ産業の
成長戦略「工程表」

３．導入拡大・
コスト低減フェーズ ４．自立商用フェーズ

●具体化すべき政策手法： ①目標、②法制度（規制改革等）、③標準、④税、⑤予算、⑥金融、⑦公共調達等

●導入フェーズ： １．開発フェーズ ２．実証フェーズ

RNAV経路導入空港の拡充
時間管理を含むより柔軟な出発・到着経路に向けた検討 導入空港の拡充
管制システム及び運航者（エアライン）システムの設計に必要な国際基準策定・研究開発 運用前評価・段階的なシステム導入

全飛行フェーズでの運航改
善の実現

GPU導入拡大、空港施設のLED化等の省エネ導入拡大、空港車両のEV・FCV化等クリーンエネルギー車両の導入拡大、再エネ拠点化の推進
○航空交通システムの高度化

○エコエアポート・空港の脱炭素化の推進

⑩航空機産業の
成長戦略「工程表」

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 ～2030年 ～2040年 ～2050年

輸送

●電動化

●ジェット燃
料
コスト目標
2030年
100円台/L

(＝既製品と同
等)

技術実証 技術搭載・導入拡大●水素航空機
向け技術開発

★規制
国際航空に関し、 ICAOにより2019年比でCO2排出量を
増加させないことを制度化（2021～2035年）

※ 電動化技術は小型機から順次搭載可能性（2020年代後半～）

装備品電動化の研究開発 技術実証

推進系電動化（ハイブリッド電動）の研究開発 技術実証 技術搭載・採用拡大

技術搭載・採用拡大

【ガス化FT合成】様々な原料の品質を均一化する破砕処理技術の開発を継続
【ATJ】高温状態の触媒反応の制御技術の開発を継続
【微細藻類】CO2吸収効率の向上や藻の安定的な増殖による生産性向上、品質改良の技術開発を継続 等

★目標
2050年時点でCO2排出量を
2005年比半減(IATA目
標）

●軽量化
効率化

自立的拡大
機体構造向け炭素繊維複合材の研究開発 技術実証

技術搭載・採用拡大

エンジン効率化の研究開発（素材や設計等） 技術実証 技術搭載・採用拡大

※ エンジン、電動化、水素関連技術は一部補完関係あり

水素航空機向けコア技術の研究開発

SAF（代替航空燃料、Sustainable Aviation Fuel）の国
際市場の動向に応じて、国内外において、航空機へ競争力のある
SAFの供給拡大

合成燃料の製造技術の開発
・既存技術（逆シフト反応＋FT合成プロセス）の高効率化
・製造設備の設計開発

合成燃料の革新的製造技術の開発
・CO2電解（＋水電解）＋FT合成プロセスの研究開発
・共電解＋FT合成プロセスの研究開発
・直接合成（Direct-FT）プロセスの研究開発

導入拡大・コスト低減 自立商用
大規模製造の実
証

2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（航空分野に係る部分を抜粋）
（令和2年12月25日策定、令和3年6月18日改定）

⑪カーボンリサイクル・マテリアル産業
（カーボンリサイクル）の成長戦略「工程表」

●カーボン
リサイクル
燃料
コスト目標
2030年 100円台/L
(＝既製品と同等)

（ⅰ）代替航空燃料
（SAF）

【ガス化FT合成】様々な原料の品質を均一化する破砕処理技術の開発を継続
【ATJ】高温状態の触媒反応の制御技術の開発を継続
【微細藻類】CO2吸収効率の向上や藻の安定的な増殖による生産性向上、品質改良の技術開発を継続 等

• SAFの国際市場の動向に応じて、国内外において、
航空機へ競争力のあるSAFの供給拡大

・2030年頃の商用化に向けた大規模実証、コスト低減
・国際航空に関し、ICAOにより、2019年比でCO2排出量を増加させないことが制度化（2021～2035年）
（※ICAO：国際民間航空機関）

（ⅱ）合成燃料

導入拡大・コスト低減 自立商用合成燃料の製造技術の開発
・既存技術（逆シフト反応＋FT合成プロセス）の高効率化
・製造設備の設計開発

大規模製造の実証

合成燃料の革新的製造技術の開発
・CO2電解（＋水電解）＋FT合成プロセスの研究開発
・共電解＋FT合成プロセスの研究開発
・直接合成（Direct-FT）プロセスの研究開発

上記項目での欧米との国際連携を強化
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空の産業革命に向けたロードマップ2021
我が国の社会的課題の解決に貢献するドローンの実現

空の移動革命に向けたロードマップ

継続的に離着陸可能な場所の確保
（運航者による地元地域、地権者等との調整、陸上交通等との円滑な接続）

試験飛行の拠点としての福島ロボットテストフィールドの整備

必
要
な
制
度
の
整
備

事業スタート（目標：2023年） 実用化の拡大

制
度
や
体
制
の
整
備

事
業
者
に
よ
る

利
活
用
の
目
標

空の移動革命に向けた ロードマップ

試験飛行・実証実験等（目標：2019年）

2019年～ 2030年代～

型式証明
耐空証明

技能証明

運送・使用事業
の制度整備

地上からの遠隔操縦、機上やシステム等による高度な自動飛行などの技術開発に応じた制度整備

技術開発に応じた安全性基準・審査方法の見直し

国際的な議論を踏まえて実施

新たなビジネスモデルに応じた運送・使用事業の制度整備の見直し

都市部を高頻度で飛行

試
験
飛
行
の
許
可

離着陸場所・空域・
電波の調整・整備

既存の航空環境とも整合

機体の安全性
の基準整備

国際的な議論を踏まえて策定・審査

技能証明
の基準整備

利用者利便の
確保のあり方検討

技術開発に応じた空の交通ルールの検討

試験飛行のための離着陸場所・
空域の調整・整備

このロードマップは、いわゆる“空飛ぶクルマ”、電動・垂直離着陸型・無操縦者航空機などによる身近で手軽な空の移動手段の
実現が、都市や地方における課題の解決につながる可能性に着目し 、官民が取り組んでいくべき技術開発や制度整備等につい
てまとめたものである。 (注)今後、他の輸送機器・機関の開発動向を踏まえ、空の利用に関するグランドデザインが必要になることを留意 。2018年12月20日空の移動革命に向けた官民協議会

2020年代半ば

災害対応、救急、娯楽等にも活用

社会的に受容される水準の達成

離島や山間部から都市部へ拡大

事業者による
ビジネスモデルの提示

都市部における飛行の本格化

実証実験等の結果をフィードバック

ヘリコプターやドローンの事業
による経験のフィードバック

保険加入、被害者救済ルール等

都市での人の移動

地方での人の移動

物の移動

事業の発展を見越した空域・電波利用環境の整備
総合的な運航管理サービスの提供

新たなビジネスモデルに応じたヘリポート等の確保

機
体
や
技
術
の
開
発

安全性・信頼性の更なる向上安全性・信頼性 を確保し証明する技術の開発

自動飛行
運航管理

電動推進

• 機上システムによる高度な操縦支援（自動飛行）
• 地上からの遠隔操縦

機上や地上のシステムの技術開発
（飛行を容易にする技術等）

航空機と
同レベル
の安全性
や静粛性
の確保 • 航続距離の向上：電池、モーター、ハイブリッド、軽量化等の技術開発

• 静粛性の向上：回転翼の騒音を低減させる技術の開発 等

電動推進かつ人がのることができる構造の機体の実現

試
作
機
の
開
発

サービスの拡充

ハイブリッドを含む

事業化に必要な航続距離や
静粛性等を確保する技術の開発

ハードとソフト

（安全、騒音、環境等）

高度な自動飛行多数機の運航管理、衝突回避等
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■対象航空機 ：９人以上の旅客、1,500メートル以下の長さの滑走路で離着陸できる飛行機
■補 助 方 式 ：補助対象航空機及びその部品の購入に要する費用の45%（沖縄路線に就航する場合は、

75 %）を補助

２．機体購入費補助

■ターボジェット機 （E170等） 一般路線の １/ ６
■その他航空機 （ATR42-600等） 一般路線の １/ ８

うち、着陸料 ６ｔ以下（ｱｲﾗﾝﾀﾞｰ等） 一般路線の １/１６
航行援助施設利用料 15ｔ以下（ﾄﾞﾙﾆｴ228等） 一般路線の １/１６

※以下の措置については、離島路線にも適用される。
最大離陸重量 50ｔ以下の小型機材に係る着陸料について、上記に加えて20％の軽減
(20ｔ以下の小型機材については30％の軽減）
最大離陸重量 15ｔ～20ｔの小型機材に係る航行援助施設利用料について、上記に加えて１／２の軽減

※令和４年度においては、国内線（離島路線を含む）に係る着陸料、停留料、航行援助施設利用料につい
て、合計で約6割軽減する。

４．着陸料の軽減、航行援助施設利用料の軽減

■最大離陸重量 30ｔ～70ｔ（E170等） 取得後３年間１／３

その後３年間２／３に軽減
■最大離陸重量 30ｔ未満 （ATR42-600等） 永久に１／４

６．固定資産税の軽減

■対象航空機 ：９人以上の旅客、1,500メートル以下の長さの滑走路で離着陸できる飛行機
■補 助 方 式 ：衛星航法補強システム（MSAS）受信機購入に要する費用の45%（沖縄路線に就航する

場合は、75%）を補助

３．衛星航法補強システム（MSAS)受信機購入費補助

離島航空路維持対策

■都道府県ごとに設置される協議会において、離島の生活に必要不可欠な航空路の確保維持の内容に
ついて検討を行い、生活交通確保維持改善計画を策定

■補助対象路線
経常損失が見込まれる路線のうち、
①最も日常拠点性を有する、
②海上運送等の代替交通機関により概ね２時間以上、
③２社以上の競合路線でない路線

■補助対象経費は、実績損失見込額と標準損失額のいずれか低い方
■補助対象経費の１／２以内を国が補助（残り１／２は地域で負担）
■制度拡充 （平成２３年度下半期～） 特別会計から一般会計へ移行

（平成２４年度～） 離島住民運賃割引の拡充を支援
（平成２６年度～） 離島住民運賃割引の基準運賃の引き下げ

最も日常拠点性を有する路線に準ずる路線については、
離島住民運賃割引の補助対象とできるよう要件を緩和

１．運航費補助

■一定の離島路線に就航する航空機について、税率をコロナ前水準から軽減する。

１㎘ ＝ 13,500円 （コロナ前の軽減措置） → 9,750円 （令和４年度限り）

■沖縄路線に就航する航空機についても、上記と同様に更に軽減。

１㎘ ＝ 9,000円 （コロナ前の軽減措置） → 6,500円 （令和４年度限り）
※沖縄路線の適用対象には、沖縄県の区域内を結ぶ全路線も含む。

５．航空機燃料税の軽減
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・バンダラナイケ国際空港改善事業（パッケージＡ）工事契約締結（令和２年３月）

・バンダラナイケ国際空港改善事業（パッケージＢ）工事契約締結（平成２９年２月）

・ハズラット・シャージャラール国際空港拡張事業（第１期）工事契約締結（令和２年１月）

・ナザブ空港整備事業契約締結（令和元年１１月）

・チンギスハーン国際空港運営事業契約締結（令和元年７月）

・ハバロフスク国際空港株主間協定締結（平成３０年１２月）

・パラオ国際空港ターミナル運営事業契約締結（平成２９年８月）

・ミャンマー無償資金協力（航空管制システムの導入）締結（平成３１年４月）

・ネパール無償資金協力（航空管制システムの導入）開始（平成２８年８月）

主な成果

アジア周辺の主なインフラ案件

スリランカ
・バンダラナイケ国際空港

シンガポール
・チャンギ国際空港

ロシア
・ハバロフスク国際空港

タイ
・ウタパオ国際空港
・航空管制

パプアニューギニア
・トクア空港

パラオ
・パラオ国際空港

ベトナム
・ロンタイン新国際空港
・航空管制

ラオス
・ワッタイ国際空港

ネパール
・航空管制

バングラデシュ
・ハズラット・シャージャ
ラール国際空港

ミャンマー※
・ハンタワディ新国際空港、
ヘホー空港、ニャンウー空港
マンダレー国際空港

・航空管制

モンゴル
・チンギスハーン国際空港
・航空管制

航空分野のインフラ国際展開

海外における航空インフラプロジェクトについては、アジア等における航空需要の拡大を背景として、
優れた技術や海外プロジェクトへの経験を有する我が国企業にも多くのビジネスチャンスが見込まれて
いるものの、市場獲得の競争は激化しています。また、受注後であっても、相手国の情勢変化等により
円滑な事業の推進に支障を来す場合には、官民連携のもと、適切に対応する必要があります。
このため、我が国企業の受注獲得に繋げるべく、相手国政府への働きかけや情報収集等の取組みに加え、

受注した案件のフォローアップも継続的に実施します。

※今後推進するプロジェクトに関しては、現下の情勢を踏まえ、
今後の事態の推移を注視し検討
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